
- 1 - 

第１章 要請の背景 

イエメン共和国（以下「イエメン」と記す）は教育機会の男女格差並びに地域格差が極めて大きい。

基礎教育（1‐9 年）学齢期女子児童（6‐14 歳）のうち、実際の就学者は、全国平均で 55％、地方

では 30％にとどまっており、女子（特に地方女子）の就学向上が大きな課題となっている。 
同国では 2015 年までに基礎教育の完全就学達成を目指しており、2002 年に基礎教育開発戦略

（BEDS）を策定し、同年、EFA1-FTI2対象国に選ばれた。世界銀行（WB）・オランダ・イギリスによ

る基礎教育開発プロジェクト（BEDP）をはじめ、各ドナーも BEDS 支援を開始している。しかしな

がら、行政能力は中央・州・郡の各レベルにおいて低く、地方（州・郡）及び学校における具体的な

BEDS 事業計画の立案・実施はあまり進んでいない。 
我が国はこれまでイエメンの教育分野に対して無償資金協力（学校建設・機材供与等）を中心とし

た協力を行ってきた。2003 年 10 月に独立行政法人国際協力機構（JICA）はプロジェクト形成調査を

実施し、先方の協力ニーズについて協議・調査した結果、上記 BEDS を実施するための地方教育行

政のキャパシティビルディングとこれを通じた就学向上（特に女子）支援に係る技術協力に対する要

請がなされた。 
これを受けて JICA は、事前評価調査団を派遣し、イエメン政府及び関係機関との間で、具体的な

協力計画の策定に係る協議を行うこととした。 

                                                        
1 Education for All：1990 年にタイのジョムティエンで開催された「万人のための世界教育会議」において確認された

イニシアティブ。現在では、2000 年にセネガルのダカールで開催された「世界教育フォーラム」で確認された「2015
年までの初等教育の完全普及」「2015 年までの成人識字率の 50％の改善」等教育分野における六つの具体的な目標

（「ダカール行動枠組み」）を達成することを意味する。 
2 Fast Track Initiative ：貧困削減戦略ペーパー（PRSP）及び教育セクター計画の双方を策定している途上国の中から、

対外的な援助なしには 2015 年までの初等教育の完全普及を達成できない途上国に対して、援助からの支援を優先

的に投入するイニシアティブ。現在、イエメンを含む 23 か国が対象とされている。 
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第２章 調査・協議の経過と概略 

２‐１ プロジェクト形成の経過と概略 
本プロジェクトの形成にあたり、以下の調査団を派遣した。 
 
（１）第一次事前評価調査   2004 年 10 月 8 日～2004 年 10 月 16 日 
（２）第二次事前評価調査   2005 年 12 月 16 日～2005 年 3 月 25 日 
（調査期間は、コンサルタントのみの調査期間も含めた全体期間） 

 
各調査の概略は以下のとおり（以下、派遣者の所属機関・役職は派遣当時）。 
 

（１）第一次事前評価調査 

期 間 2004 年 10 月 8 日～2004 年 10 月 16 日 

団員構成（所属） 

団長・教育行政：小川啓一（神戸大学大学院助教授） 
教育協力：河野佐恵子（九州大学大学院博士課程） 
協力計画：小泉高子（JICA 人間開発部第 1 グループ基礎教育第 1 チーム職員）

派遣の目的 

① プロジェクトのフレームワーク並びにサイトに係る先方との協議 

② 援助協調の動向を踏まえた日本の役割並びに活動領域の確定に係る他ドナ

ーとの協議 

調査結果概略 

① 協力内容は BEDS を地方レベル実施していくための地方行政官・校長・教

員等の研修を含むキャパシティビルディング支援、プロジェクトサイトは

タイズ州（既に我が国の協力実績があり他ドナーが支援していない）、とす

ることで先方と合意した。 

② 基礎教育分野のドナー会合において我が国のこれからの援助協力について

上記①の教育省（MoE）との合意事項を説明し、支持を受けた。 

 
（２）第二次事前評価調査 

期間 2005 年 12 月 16 日～2005 年 3 月 25 日 

団員構成（所属） 

団長：萱島信子（JICA 人間開発部第 1 グループ長） 
協力計画：小泉高子（JICA 人間開発部第 1 グループ基礎教育第 1 チーム職員）

プロジェクト効果分析/教育行政：小島京子（インテムコンサルティング） 
女子教育／ジェンダー：野々口敦子（日本開発サービス） 

派遣の目的 

① 協力内容について先方関係機関と問題分析・目的分析を行い、共通のプロ

ジェクトコンセプトを構築する。 

② プロジェクトサイトにおける基礎教育行政の実施体制並びに学校・コミュ

ニティの現状と課題を確認し、プロジェクトの妥当性を詳細に検討する。

③ プロジェクトにて実施する具体的活動及び期待される成果につき関連機関

と協議・設計し、あわせてモニタリング評価の指標についても検討する。

調査結果概略 
① 協力対象地域については、第一次事前調査団派遣後に実施したローカルコ

ンサルタントによる補足調査の結果に基づき、中部ジャワ・北スラウェシ・
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バンテンの 3 州とすることでイエメン側と合意した。 

② 実施体制（組織並びにカウンターパート（C/P）人材のリソース確保の可能

性）及びプロジェクト実施期間における先方予算措置等を中心とした協

議・現地調査をイエメン側中央政府並びに州・県政府と行い、プロジェク

トの妥当性並びに自立発展性が高いことを確認した。 

③ 新規協力州となるバンテン州においてプロジェクト・サイクル・マネージ

メント（PCM）ワークショップを開催し、問題分析・目的分析を行い、そ

の結果も踏まえつつ、プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）と

活動実施計画表（PO）案を作成し、イエメン側と合意した。 

 

 

２‐２ 討議議事録（R/D）の署名 
第一次・第二次事前評価調査の結果を踏まえ、以下の実施協議調査団を派遣し、2005 年 3 月 23 日

に実施協議の討議議事録（R/D）を MoE 女子教育担当次官、国際協力計画省（MoPC）次官、串田調

査団長とで署名した。 
 

２‐２‐１ 調査目的 
0 全体計画、実施計画に係る協議及び合意 

0 初年度計画の協議及び方針確定 

0 イエメン側実施体制（人員、経費など）の確定 

 

２‐２‐２ 団員構成 

担当分野 氏名 所属 

団長/総括 
協力企画 
プロジェクト効果分析

串田 俊己 
小泉 高子 
小島 京子 

JICA 人間開発部調査役 
JICA 人間開発部基礎教育第 1 チーム職員 
インテムコンサルティング 
（第二次事前評価調査団員、本協議にも参加） 

 

２‐２‐３ 調査日程 

2005 年 3 月 17 日から 2005 年 3 月 25 日まで 
※小島団員（第二次事前評価調査団員）は 2004 年 12 月 23 日から 2005 年 3 月 25 日まで 

 

２‐３ 団長所感 
２‐３‐１ カウンターパート（C/P）について 

調査団到着後、最初の打ち合わせにおいて、MoE に女子教育セクターが設置されたことが判明し、

本計画の C/P を女子教育担当次官とすることとした。同セクターが設置されたことは、女子教育に対

する国としての意欲の表れと考えられるが、他方で発足間もないこともあり、実力的には不明な部分

も多々ある。従って本計画を実施していく上では、これまで通り総合教育セクター（ハサン次官）の
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協力を得ることが必要である。 
なお、今回協議において、本計画の実施に関する C/P が中央及び地方レベルにおいて、女子教育担

当部局だけでなく住民参加部局も加えて、個人を特定して明確化され、さらにパイロット事業の対象

地域であるタイズ州内の 6 郡の教育局長も C/P リストの中に明示された。 
また、本計画の執務室については、女子教育セクター内（MoE の別館、女子教育担当次官の向か

いの部屋）が提供されることが確認された。 
 

２‐３‐２ 対象校について 

対象校については、6 郡においてプログラムを効果的に実施していくうえで 45‐60 校が適当であ

ろうと考えられ、ミニッツに明記した。実際の学校及びコミュニティについては、プログラム開始後

のベースライン調査を通じて決定される。 
 

２‐３‐３ ドナー会合について 

今回の調査で当初予定していたドナー会合については、参加可能な関係者が非常に少なく（2 名の

み）、また既に本計画の内容については他ドナーに対し機会がある度に報告しており理解が得られて

いることもあり、やむなくキャンセルとした。基礎教育ドナー会合は定期的（毎月第一日曜）に開催

されているため、次回（4 月上旬）開催の折に、日本大使館より本計画の R/D が署名された旨の報告

を行っていただくよう依頼した。 
 

２‐３‐４ 研修経費について 

イエメンはアラビア半島唯一の後発発展途上国（LLDC）であり、各種の研修経費について先方負

担を求めるのは非常に困難な状況にある。イエメン側からは、現在ほかの基礎教育ドナー（WB、GTZ
など）は研修経費を全てドナー負担で実施しており、日本側も同様に対応願いたいとの要望があった

が、当方としては、他ドナーの研修単価等を参考にして第 1‐2 年次は負担するものの、自立発展性

の観点から、引き続き可能な限りの先方負担を求めていくべきと考えられる。そのためには第 1‐2
年次にて協力の成果を上げ、イエメン側予算編成スケジュールを考慮しながら第 3 年次のイエメン側

予算獲得を目指すという戦略が必要である。 
 

２‐４ 協議結果 
対処方針に照らした協議結果は以下のとおりである。 

 
２‐４‐１ 全体計画 

（１）名称、協力期間 

第二次事前評価ミニッツで合意のとおりで変更なし。 
 

（２）協力範囲 

対処方針のとおり、女子教育啓発活動はタイズ州全体を対象とする一方、パイロット事業の対象は、

特に女子就学状況の悪い以下の 6 郡とすることで合意した（マウイヤ、サメ、マクバナ、アル・モハ、

アル・ワジヤ、デュバブ）。詳細な選定プロセスについてはミニッツの ANNEX5 を参照。 
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（３）協力対象 

パイロット校及びコミュニティについては、それぞれ 45‐60 とすることで合意した。先方からは、

できる限り多くの学校を対象とするよう要望があったが、パイロット事業という趣旨から、モニタリ

ング可能な範囲に絞り込むと同時に、成果については郡内・州内で定期的に共有する計画である旨説

明し、理解を得た。 
 

（４）目標 

先方（女子教育担当次官）の要望に基づき、目標の表現ぶりを一部修正した（“Every child”→”Every 
girl and boy”）。 
 

（５）評価指標 

対象方針では、本協力の終了時の成果品として「州の女子教育モデル及びガイドライン」及び「州

の BEDS 実施モデル及びマニュアル」を想定していたが、後者は女子教育以外の様々な要素（学校

建設、教員研修など）が含まれることから、前者のみに絞り込んだ。 
また数値目標項目は「対象郡における第 6 学年の男女生徒比率」としたが、具体的な数値はベース

ライン調査結果を受けて双方で協議のうえ設定し、PDM の修正を行うことが必要である。 
 

２‐４‐２ 実施計画 

（１）主要活動項目の整理 

上記２‐４‐１（５）に記載のとおり、対処方針会議時に想定していた「タイズ州の BEDS 実施

モデル及びマニュアル」は、本協力のスコープを超えるため、活動から削除した。 
 

（２）供与機材 

機材について、イエメン側からはモニタリング用車両のほか、パソコン、デジタルカメラ等の事務

機器について多数要望がなされた。しかしながら車両以外の機材については、携行機材枠で対応が可

能な範囲であり、供与機材にした場合の時間的ロスを避ける観点から、具体的な記載はせず、別途必

要に応じ検討とすることで合意した。なお、車両については、パイロット事業モニタリングを中心と

した州内の活動及びMoEとの連絡のため少なくとも2台は必要であると考えられる（供与機材扱い）。

日本大使館・イエメン外務省の間で 17 年度の包括口上書が交換され次第、MoE より要請書を取り付

けるようにする。 
 

（３）専門家要員計画 

具体的な指導科目の確定及び MM 配分はコンサルタントとの契約交渉にて確定される。上記と同

様、17 年度の包括口上書が交換され次第、MoE より要請書を取り付けるようにする。なお、MoE の

援助窓口である技術ユニット課長（サヤニ博士）によると、基礎教育ドナーグループは本年より毎年

4 月中旬‐5 月に年次会合及び合同現場視察を行う予定の由であり、専門家（特に総括）は、同時期

に必ず配置し、他ドナーとの協調を図る必要がある。 
 

（４）イエメン側 C/P 及び執務室提供 
対処方針どおり、パイロット 6 郡の郡教育局長も R/D の C/P リストに追記した。また懸案であっ
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た MoE の執務室については、新設された女子教育セクターの担当次官の向かいに確保することがで

きた。執務室の電話線についてはイエメン側負担とすることで PDM に記載できたが、国際電話やイ

ンターネット代は日本側負担とする必要がある。 
 

（５）ランニングコスト（協議の結果”operational cost”という名称に変更） 
C/P のモニタリング経費及びガソリン代、並びに研修会場はイエメン側負担とすることで合意でき

た。また行政官を含む研修参加費（交通費及び日当）は、第 1 年次及び第 2 年次は日本側、第 3 年次

はイエメン側ということで合意した。これはイエメン側の会計年度が 1 月から（予算作成は前年の

10‐12 月）で、今年度の予算負担を求めるのは難しいこと、また本計画の研修の多くは第 1‐2 年次

に集中することを受けての結果である。 
 

（６）ベースライン調査 

概要はミニッツ ANNEX6 に記載のとおり。なお女子教育担当次官より、パイロット 6 郡の社会経

済的プロフィール（1 年・1 日の生活カレンダーを含む）を調査項目に含めるべきとの提案があった。

第二次事前評価にて、一部地域で係る調査を行ったが、6 郡全てではないため、円滑な事業実施のた

め上記項目の追加が必要と考えられる。 
 

２‐４‐３ イエメン側実施体制 

（１）プログラムの運営体制 

Program Director は、MoE に新設された女子教育セクターの担当次官、Program Manager はタイズ州

教育局長とすることでそれぞれ合意した。 
 

（２）合同調整委員会（JCC） 
上記（１）の Program Director （女子教育担当次官）が、JCC の chairperson となることで合意した。

メンバーについては、MoE の代表数名も含まれる旨 R/D に記載しているが、①第二次事前評価調査

まで（女子教育セクター新設まで）は総合教育セクターが本案件の C/P 部署であったこと、②女子教

育セクターは新設間もない上に課題横断型の部署のため実施能力に乏しい一方、総合教育セクターは

MoE 内で大きな影響力を有すること、を考慮し、総合教育セクター担当次官（ハサン次官、2005 年

2 月に国別研修「地方教育行政」で来日）の出席と支援を求めることが適切と考えられる。 
 

（３）ステアリングコミッティー 

イエメン側メンバーとして、タイズ州・郡教育局関係者のほか、タイズ州議会の Service Committee
（教育担当）課長が加わることが確定した。同メンバーの参加により、本計画におけるコミュニティ

参加活動に対する州議会の支援が期待できる。 
 

（４）C/P の人員配置 
上述のとおり、MoE での女子教育セクター新設、それに伴うタイズ州教育局の組織再編が今般実

施協議の直前に相次いだ。最終的な C/P リストは R/D の ANNEX IV 及びミニッツの ANNEX 7 に記

載のとおり確定し、女子教育関係者のほか、タイズ州教育局の統計部長や研修部長も加えた布陣とな

った。 
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MoE において C/P のトップになった女子教育担当次官（Ms. Fawzia）は、これまで MoE の中で成

人識字教育などのキャリアを重ねてきた人材である。タイズ州出身であるため、本案件のサイトにつ

いても詳細な理解がある。しかしながら実施協議においては、MoE が州・コミュニティ・学校を管

理するトップダウン型の考え方に基づく発言が多くみられた。最初の面談時に、ボトムアップを重視

する本案件のコンセプトについては説明したものの、今後協力をすすめるにあたり、再三にわたって

理解を求めていく必要があると考えられる。  
また、MoE 女子教育セクターは、新設間もないこともありスタッフ不足（次官、女子教育課長、

同課長補佐の 3 名が主要メンバー）である。そのため、大臣・技術ユニット課長より提言があり、第

二次事前評価調査までのC/Pトップであった、総合教育セクターのハサン次官をC/Pリストに加えた。

今後、MoE の女子教育セクターを主な C/P 機関としつつも、必要に応じ総合教育セクターを巻き込

むという運営方式を当面はとらざるを得ない。 
なお州レベルについて、第二次事前評価調査に大きな貢献を果たしたタイズ州教育局の教育セクタ

ー長（局内の No.2 に相当、Mr. Matari）が実施協議調査団来訪中に突然、他州の教育局長に異動とな

った。同氏はタイズ州出身ではないものの、州内の状況に精通していたため、今後の州レベルの活動

運営にとって痛手と思われる（昇進ではあるがタイズ州と比べると種々の条件は必ずしも良くない

由）。後任には、タイズ州教育局モニタリング部長（女性）が就任したが、同人の能力は未知数であ

るため、今後プロジェクトを通じて能力向上を図る必要があると考えられる。 
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第３章 事業事前評価表 

１．案件名 

和文名：イエメン共和国タイズ州地域女子教育向上計画 
英文名：Broadening Regional Initiative for Developing Girls’ Education（BRIDGE）Program in Taiz 

Governorate in the Republic of Yemen 
２．協力概要 

（１）プロジェクト目標とアウトプットを中心とした概要の記述 

本案件は、タイズ州において、女子教育改善に有効な学校･コミュニティ主体の地方教育行政モ

デルを開発することを目標とし、①州教育局の行政能力向上、②教育へのコミュニティ参加の促進、

③学校運営能力の改善に係る技術協力を行う。 

（２）協力期間 

2005 年 6 月～2008 年 11 月（3 年 6 か月） 

（３）協力総額（日本側） 

約 3 億 8 千万円 

（４）協力相手先機関 

MoE、タイズ州教育局（GEO） 

（５）国内協力機関 

文部科学省等 

（６）裨益対象者及び規模など 

• 実施場所：タイズ州（うちパイロット事業対象は 6 郡、学校数は合計 30‐80 校）。 
• 直接裨益者：州及びパイロット 6 郡の地方教育行政官（約 120 人）、パイロット校の校長・教

員（約 650 人）及び基礎教育学齢児童3（約 2 万人） 
• 間接裨益者：州及び非パイロット郡の教育行政官（約 1,700 人）、タイズ州住民（約 200 万人）、

校長・教員（約 2 万人）、基礎教育学齢児童（約 40 万人） 

３．協力の必要性・位置付け 

（１）現状及び問題点 

イエメンは、世界で最も基礎教育アクセスの男女格差が大きい国である4。初等教育（1‐6 年生）

の純就学率は全体 67％に対し女子 47％であり、成人識字率は全体 49％に対し女性は 28％に留まっ

ている5。係る状況のもと、イエメンは「2015 年までに 6‐14 才の全児童に対し質の高い基礎教育

を提供する」との目標を掲げ、2002 年に 10 か年国家計画（BEDS）を策定し、基礎教育の拡充（特

に男女格差の是正）を推進している。 
イエメンは 2002 年より行政の地方分権化を進めており、BEDS も地方分権並びにコミュニティ

参加を重視している。しかしながら現状としては、地方教育行政官（州・郡）の計画立案能力・学

                                                        
3 イエメンにおける基礎教育は、学校教育における 1-9 年生（6-14 歳児童）を対象としている。 
4 2004 年人間開発報告書、UNDP 
5 同上。初等教育は 2000 年推定値、成人識字率は 2002 年推定値。 
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校関係者（校長・教員等）の学校運営能力・コミュニティの教育への参画のいずれも未だ十分でな

く、国レベルで策定した計画（BEDS）を地方レベルで実施していくうえでは、これら関係者の能

力向上が喫緊の課題である。 
プロジェクトを実施するタイズ州はイエメン最大の人口を抱える州であり（人口 200 万人、全国

総人口の約 10％）、人口の 56％が貧困状況にある6（全国貧困人口の 18.7%に相当）。男女別就学率

は、州内の都市部では比較的平等である一方、農村部では格差が著しい。同州の基礎教育分野には

大きなドナー支援が未だ入っていない状況から、イエメン MoE より 2004 年 10 月、第一次事前評

価調査団に対しタイズ州への支援が要請されたものである。 
本協力では、かかる現状のもと、タイズ州にて地方行政・学校・コミュニティの三者が参画する

基礎教育改善事業（パイロット活動）7の実施を通じ、学校・地域住民主体の女子教育を促進する

地方教育行政モデルを開発することを目的とする。本モデルの開発プロセスを通じ、上記三者が地

域ニーズに沿った教育計画・実施能力を身につけ、持続的な教育開発のために各々が果たすべき役

割が明確になることが期待される。さらに、長期的には、本モデルが継続機能することによりイエ

メンリソースによる自立的な基礎教育拡充が可能となる。 

（２）相手国政府政策上の位置付け 

イエメンは教育開発を優先課題として位置付けており、同分野の総予算は 2003 年度に国内総生

産（GDP）の 7.5％、政府総歳出の 20％を占める。教育は現行「第二次 5 か年計画（2001-2005）」、
「貧困削減ペーパー（PRSP）」、「イエメンビジョン 2025」における優先開発目標である。なお現

在策定中の第 2 次 PRSP（2005-2007）では、教育が 5 大重点分野の一つとして、ジェンダーと市民

参画がクロスカッティングイシューの重点分野として各々位置付けられている。 

（３）我が国援助政策との関連・JICA 国別事業実施計画上の位置付け（プログラムの位置付け）

我が国は、ODA 大綱で人間開発を通じた貧困削減支援として教育分野の協力に高い優先度をお

いており、特に基礎教育分野については 2002 年のカナナスキスサミットにおいて「成長のための

基礎教育イニシアティブ（BEGIN）」を発表して一層の支援強化を表明している。BEGIN は「教育

機会のジェンダー格差の改善のための支援（女子教育）」を重点分野に掲げており、本案件はかか

る政策に合致したものと言える。 
また、JICA はイエメンに対し生活基盤整備支援を重視しており、基礎教育は地方給水及び保健

医療とならんで対イエメン重点分野の一つに位置付けられている。 

４．協力の枠組み 

〔主な項目〕 

（１）協力の目標 

① 協力終了時の達成目標（プログラム目標）と指標・目標値 

【目標】 

                                                                                                                                                                                   
6 貧困削減戦略ペーパー2002-2004、イエメン国際協力計画省（MoCP） 
7 地域住民・学校が、自ら基礎教育課題の分析・解決策の発見を実施し、女子教育推進のための活動計画を立案・提

案する。日本側はイエメン側関係者によるパイロット活動の立案を助言・指導し、適切な内容と判断される活動に

ついて活動実施を支援する。具体的には、女子教育理解活動、学校施設整備(トイレ・フェンス等)、男女別教室編

成、教材輸送費調達、女子教員臨時採用、識字・職業訓練・保健衛生やリプロダクティブヘルスケアを含む成人教

育、コミュニティにおける給水・貯水タンク等整備、貧困家庭への学費支援など、地域・学校ごとの女子教育ニー

ズに沿った、多様な活動が想定される。 
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タイズ州において女子教育促進に有効な地域住民・学校主体の地方教育行政モデルが開発さ

れる 
【指標】 

1．タイズ州の女子教育推進ガイドラインの完成 
2. パイロット校における G6 の男子生徒一人に対する女子生徒の比率 
（目標値はベースライン調査結果に基づき 2005 年 9 月までに設定する） 

② 協力終了後に達成が期待される目標（上位目標） 

【目標】 

タイズ州（パイロット 6 郡を含む全 23 郡）において女子児童の基礎教育就学率が向上する

【指標】 

対象郡における G1‐G9 の女子児童生徒の就学率 
（目標値はベースライン調査結果に基づき 2005 年 9 月までに設定する） 

（２）成果（アウトプット）と活動指標 

① アウトプット 1．タイズ州の地方教育行政能力が育成される 

【指標】 

1．GEO、郡教育局（DEO）教育行政官への技術研修の実施回数及び参加人数 
2．学校、DEO、GEO 間のパイロット活動実施報告書が、月間報告（月 1 回）及び年間総合

報告（年 1 回）それぞれ提出される。 
3．女子教育啓発活動の広報活動の回数及び参加人数と広報資料配布数 

② アウトプット 2．基礎教育改善事業への地域住民参画が活性化される 
【指標】 

1．父会・母会新設数と活動実績 
2．父会・母会、学校関係者、DEO へのワークショップの実施回数及び参加人数 
3．ファシリテーターによる DEO へのパイロット活動実施報告書が、月間報告（月 1 回）

及び年間総合報告（年 1 回）それぞれ提出される。 
4．両親・地域住民の女子教育への期待度の上昇（目標値はベースライン調査結果に基づき

2005 年 9 月までに設定する） 

③ アウトプット 3．学校関係者（校長・教員等）の学校運営能力が育成される 
 【指標】 

1．学校運営管理者の研修回数及び参加人数 
2．学校運営委員会が、年 6 回以上開催される。 
3．学校と学校教育に対する両親・地域住民の期待度の上昇（目標値はベースライン調査結

果に基づき 2005 年 9 月までに設定する） 
4．学校運営管理者による DEO へのパイロット活動実施報告書が、月間報告（月 1 回）及

                                                                                                                                                                                   
8 2005 年 2 月現在、教員採用は未だ中央集権である（予算は財務省、人員配置は人事保険省。MoE は決定権を有して

いない）。タイズ州の場合、州教育局が児童人口増加を反映した補充教員要望を提出するにもかかわらず、同要望

の 10％程度しか充足されない状況が過去数年にわたり続いている。従って本協力により増加する就学希望女子を学

校に受け入れるためには、本条件により教員確保を図る必要がある。 
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び年間総合報告（年 1 回）それぞれ提出される。 

（３）投入（インプット） 

① 日本側 

• 日本人専門家派遣（教育行政、女子教育／ジェンダー、地域住民参加促進ほか） 
• 研修員受け入れ：年間 2～3 人、計 8～10 人程度 
• パイロット活動経費 

② イエメン側 

• C/P 人件費（教育局・州教育局） 
• プロジェクト現地活動経費 
• 専門家の事務室の提供 

（４）外部条件（リスク要因） 

① プロジェクト目標達成のための外部条件 

• 児童人口の増加に対応して基礎教育の教員数が増加され、削減されることがない8。 

② 上位目標及びスーパーゴール達成のための外部条件 

• MoE と財務省（MoF）が BEDS 戦略実施に必要な予算と人員の割当を継続する。 
• 中央政府とタイズ州政府が BEDS 戦略の実施と推進を継続する。 

５．評価 5 項目による事業評価分析結果 

本案件の事前評価結果は、PCM 手法に基づき、以下の 5 項目の観点から検証され、実施の適切

性が確認された。 

（１）妥当性 

本案件の目標は、上記３（２）で確認したイエメン政府の教育開発政策のもと、BEDS の実施を

直接支援するものである。具体的には、BEDS の 8 コンポーネントのうち、特に学校運営管理能力

育成、教育行政地方分権化推進、女子教育促進、地域住民参画推進のための能力向上に貢献する。

中でも女子教育促進と地域住民参画推進は対象州のタイズにとって新たな取り組みである。 
本案件の目標と活動内容はBEDSで明確に確認された優先プログラム及びPRSPとミレニアム開

発目標（MDGs）の目標達成を支援するものであり、イエメンの政策と合致している。 
また、イエメンにおける女子児童の不就学・中退には社会文化要因が大きいことから、女子教育

促進のためには、教育行政並びに学校のみならず、対象地域の住民のコンセンサスとオーナーシッ

プを醸成することが必須である。従って、行政との連携のもと、学校及び住民グループが各地域の

状況に即した女子教育促進の方策を協議し、立案・実施するという本案件のアプローチは適切であ

ると考えられる。 

（２）有効性 

女子教育の推進は、イエメンの全児童就学という上位目標達成に不可欠であり、かつ緊急に取り

組みが必要な課題である。しかしながら女子教育を取り巻く環境は多様で問題は複雑であり、学校

教育の状況や女子児童の通学・生活状況は、対象各郡のコミュニティごとに異なるため、各地域に

潜在する問題の分析と解決策の発見がまず重要である。そのため、本案件では行政、地域住民、学
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校という主要な 3 種のステークホルダーが相互補完的・相乗効果的に活動する。必要・適切な資源

により実施される行政官への技術研修、地域のニーズに合致した小規模のパイロット事業は、多様

な関係者の参画により実施されることで、総合的に大きな効果を生むことができると期待される。

地域住民の教育への参画促進のために、本計画では父会・母会が新設あるいは活性化される。ま

た、学校運営については学校運営委員会が設置され、運営改善が図られる。学校提案型のパイロッ

ト事業は、女子児童中退の原因分析と改善方策の選択により計画され、地域レベルで計画策定を行

い教育の質を向上させる、という機会を学校が提供することになる。こうした地域住民・学校主体

の事業と支援は、中央から地方へ学校レベルへの政策策定の地方分権化の能力と、地域社会・学校・

行政区地域の教育従事者など関係者間の連携強化の能力を育成する。 
行政レベルへのアプローチでは、タイズ州のニーズに合致した州 BEDS 戦略策定の技術指導が

実施される。また、上記パイロット事業の成果や教訓をとおして、児童の就学を促進するメカニズ

ムが確立され、行政が担う役割についての有効な教訓を得ることができる。  

（３）効率性 

本案件では、女子教育改善のパイロット活動実施に当たり、コミュニティ・学校の既存資源（人

材、物資等）の有効活用を図る。人材面では、地域住民（女性）をファシリテーターとして採用し、

コミュニティでの女子教育の啓発活動の牽引役にあたらせる計画であり、コミュニティ外部の人材

を登用する場合に比べ、交通費やモニタリング頻度の観点から効率性が高い。 
また、物資面では、学校内外の施設整備（机や椅子、フェンスやトイレなど）は、父母会やコミ

ュニティ関係者の自発的な協力支援を活用する計画であり、外部人材・資材のみで実施する場合に

比べ、地域に適正な技術でニーズを充足することが可能である。  

（４）インパクト 
本案件の終了時には、地域住民・学校のイニシアティブを活用して女子教育を促進するメカニズ

ムが確立され、「女子教育促進のための地方教育行政の実施モデル及びガイドライン」が完成され

る予定である。タイズ州の教育行政が、本案件で培った技術と知識を州内の他郡へも活用すること

により、BEDS 目標達成のための、州全体の包括的な地方教育行政システムを可能とすると期待さ

れる。本件対象郡以外への地域への技術の普及が可能となり、女子就学の向上（上位目標）と BEDS
目標（スーパーゴール）の達成に、寄与できると期待される。 

（５）自立発展性 

本案件のパイロット活動を通じた経験の蓄積、並びに協力成果（女子教育推進ガイドライン）を

終了後も活用することにより、タイズ州における地方教育行政の体制が構築され、女子教育が持続

的に拡充されることが期待される。 
さらに、本案件を通じた地域住民や学校関係者の教育へのオーナーシップとインセンティブの向

上により、既存資源の有効活用や州・郡議会からの教育予算の増加などを見込むことが出来、継続

的な教育開発が期待される。 

６．ジェンダー・貧困・環境などへの配慮 

女子教育促進に向けて、女子就学の阻害要因となっている事項（男女共学クラス、女性教員不足、

フェンス・トイレ・机・椅子等の未整備、手伝い等）の対策を図ることはもちろん、教員や両親に

よる学業に関するフォローを充実させ、学ぶ喜びを女子生徒が感じ、継続就学を自らの強い意思に
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よって決定されるよう図っていく。 
コミュニティレベルの活動においては、母会メンバーに対し、成人教育等の受益者としてだけ捉

えるのではなく、女子教育促進のアクターとして彼女たちが意思決定のプロセスに参加し、なんら

かの役割を担える機会を提供していくことが重要である。彼女たちのエンパワーメントのみなら

ず、自分たちの果たすことができる大きな役割に気付くことで娘を学校に送り続ける原動力になる

ことが期待される。なお学校同様にコミュニティの活動においても男女別の習慣は根強いため、父

会・母会の会合は別々に開催することが女性の意見を吸い上げる観点から望ましい。 

７．過去の類似案件からの教訓の活用 

類似案件の有無： 有 

（１）JICA の類似案件 
JICA においては女子に焦点を当てた教育支援の実績は未だ多くないが、グアテマラに対する女

子教育協力（専門家派遣、UNDP の Japan Fund 等）では地方の現状に即したパイロット事業を地

方行政官の主導で実施した結果、女子教育の重要性に関する認識の高まりや学校運営管理の向上が

見られた実績があるので、本案件においても、実施手法や評価方法などを参考としている。 
また JICA は学校・地域住民主体の基礎教育拡充に関する協力について、インドネシア「地域教

育開発支援調査」やモロッコ「地方基礎教育改善計画調査」など数か国において既に経験を蓄積し

ている。本案件で実施する学校・地域住民の提案に基づくパイロット活動は、上記の類似案件で導

入し、いずれも高いインパクトを生んだ手法である。これら類似案件の教訓としては、地域（コミ

ュニティ）と学校の両方への働きかけ、現地人材を活用したきめ細かいモニタリング、成果を客観

的に把握するための綿密なベースライン／エンドライン評価などが挙げられる。本案件のプロジェ

クトデザインはこれらの点に留意したものである。 

（２）イエメンにおける他ドナーの類似案件 

多様なドナーがイエメンの基礎教育開発を支援しており、女子教育の推進と地域住民のエンパワ

ーメントに関する活動を行っている。教育へのコミュニティ参加については、ドイツ技術協力公社

（GTZ）が約 10 年にわたり協力を行っており、父母会の設置・運営が有効手段との教訓が得られ

ているところ、本案件でもパイロット校にて父母会を設置し、教育改善の主体的活動が実施できる

よう支援する。また、開発のための社会基金（SFD）は、女子教育の改善を、教育及びそれ以外の

活動（例：給水事業など）を組み合わせた多角的なアプローチで取り組み一定の成功をおさめてい

るところ、本案件でも、女子教育の改善につながる提案については、狭義の教育活動の範囲外であ

っても予算の範囲内において検討する。 

８．今後の評価計画 

本プロジェクトの評価は、PCM 手法に基づきイエメンとの合同調査により実施される。 
（１）中間評価調査：2006 年 12 月頃（予定） 
（２）終了時評価調査：2008 年 6 月頃（予定） 
（３）事後評価調査：2011 年 11 月頃（予定） 
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第１章 第一次事前評価調査団派遣の概要 

１‐１ 調査目的 
イエメンは最貧国の一つであり、初等教育の純就学率は 67％、成人識字率は 46％と教育関連指標

も極めて低い。特に男女間及び都市地方間の格差は非常に大きく、学齢期にあたる女子児童のうち実

際に就学している児童は、全国平均では 55％、地方では 30％にとどまっている。 
同国では、2015 年までに基礎教育の完全就学を達成することを目指し、2002 年に BEDS を策定し、

2002 年には EFA-FTI 対象国に選ばれた。現在、BEDS 第 1 フェーズ（2003 年～2005 年）が進んでお

り、2006 年からは BEDS 第 2 フェーズ（5 年間）が予定されている。しかしながら、行政能力は中

央、州、郡の各レベルにおいて低く、BEDS に基づく地方（州・郡）、学校における具体的な事業計

画の立案・実施はあまり進んでいない。重点課題の一つである地方分権もあまり進んでおらず、教育

行・財政の非効率性も目立つ。 
係る背景から、同国においては、WB、オランダ、イギリスによる BEDP をはじめ各ドナーによる

協力の準備が進められており、今後は BEDS、MDGs、FTI に沿った教育開発が期待されている。 
我が国は、これまでイエメンにおいて学校建設への協力を行ってきたが、2003 年 10 月にプロジェ

クト形成調査を実施し、地方における教育行政のキャパシティビルディングとこれを通じた就学向上

（特に女子）のための協力実施の必要性を確認し、技術協力を実施することとなった。 
第 1 次事前評価調査は、①プロジェクトのフレームワーク並びにサイトに係る先方との協議、②援

助協調の動向を踏まえた日本の役割並びに活動領域の確定に係る他ドナーとの協議、を目的として実

施された。 
 

１‐２ 調査団構成 
担当分野 所属先 氏名 

団長・教育行政 神戸大学大学院助教授 小川 啓一 

教育協力 九州大学大学院博士課程 河野 佐恵子 

協力計画 JICA 人間開発部基礎教育第一チーム職員 小泉 高子 
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１‐３ 調査日程 

日 時 内   容 備 考（同行等） 
10月8日（金）   

08：30 サナア空港着（EK961）  
 日本大使館山上書記官との打ち合わせ   

10月9日（土）   
08:00 日本大使館表敬 日本大使館 
09:00 教育大臣表敬 清水次席同行 
10:30 MoEハサン次官表敬 （10/9‐10/13全日程） 
12:30 MoEジャメル次官表敬  
14:30 国連児童基金（UNICEF）との意見交換  

10月10日（日）   
09:00 国際協力開発省表敬  
10:00 オランダ大使館、DFIDとの意見交換  
11:15 MoEジンダリ次官表敬  
12:00 SFD表敬、タイズ州関連統計の収集  
15:30 サナア発タイズへ  
21:00 タイズ着  

10月11日（月）   
09:00 タイズ州教育局訪問  

 （州・地区教育関係者と協議）  
10:00 学校視察①（公立女子校）  
12:00 
午後 

タイズ州副知事表敬 
学校視察②（公立女子校：SFD支援） 

 

10月12日（火）   
午前 学校視察③（公立共学校：民間支援）  

 
14:00 

学校視察④（無償建設の共学校） 
タイズ発サナアへ 

 

10月13日（水）   
09:00 MoEラップアップ会合  
14:00 ドナー会合（於：日本大使館）  
18:00 日本大使館報告  
19:00 ドナー国関係者との懇談会（於：日本大使公邸）  

10月14日（木）   
午前 資料分析  
15:00 
18:30 

WBとの意見交換 
日本大使館関係者との懇談会（於：大使公邸） 

 

10月15日（金）   
10:10  サナア空港発（EK962）  
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１‐４ 主要面談者 
１‐４‐１ イエメン側 

Ministry of Education  
Minister of Education Prof.Dr. Abdulsalam M. Al-Joufi 
Undersecretary of Project and Equipments Sector   Mr. Abdulkarem M. Al-Jendari 
Undersecretary of Curricula and Supervision  Mr. Gamel Al-Khalidy 
Undersecretary of General Education Mr. Hassan S Ba-own 
Head of Technical Team Dr. Hamoud Al-Seyani 

  
Ministry of Planning and International Cooperation  

Deputy Minister for International Cooperation Mr. Hisham Sharaf Abdalla 
Director, Bilateral Cooperation with the States of Asia, 
Australia and The National Coordinator for WFP 
Project 

Mr. Fadhl Abbas M. Al-Wazir 

  
Social Fund for Development   

Managing Director Mr. Abdullarim I. Al-Arhabi 
   
Governorate of Taiz  
 Deputy Governor  
  
Ministry of Education Taiz Governorate Bureau 

Director of Education Sector Mr. Abdulkareem Mahmood 
Director of Project Sector Mr. Abdo Hamdan 
Director of Guidance  

  
Zaid Almushiki Girls School  

Headmistress Ms. Galeela Ha Hamood  
Deputy Headmistress Ms. Ali Musleh Al Musaad 
  

Seena Girls Complex School  
Headmistress Ms. Afrah Mugalis 
  

7th of July School  
Headmaster Mr. Abdulnahed Mohamed Ibrahim 
Deputy Headmaster Mr. Mohamed Saeed 
  

Khaled Ibn Alwaleed School  
Headmistress Ms. Sakena Ali Abdul 
Deputy Headmistress Ms. Foud Abdulham 

 

１‐４‐２ 他ドナー 

UNICEF    Ms. Afreen Huk (Chief of Education Section) 
  
Embassy of Netherlands Ms. Roemburg Rebekka 
  
The World Bank  Ms. Takako Yuuki (Education Specialist) 
  
DfID Mr. Dominic O’Neill(Country Represetative) 



- 24 - 

  
GTZ  Dr. Dagmar Awad-Gladewits (Leader of BEIP) 
  
USAID Mr. Louis Coronado (Deputy Representative) 
  
WFP Mr. Salman Omar 
  
ADRA Ms. Sharon Beatty 

 

１‐４‐３ 日本側関係者 

在イエメン日本大使館  
特命全権大使 石井 祐一 
参事官 清水 久継  
一等書記官 山上 春雄 
一等書記官 服部 雄二 
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第２章 調査結果総括 

今回の事前調査において、我が国がタイズ州でキャパシティビルディングを通じた女子教育の支援

を行うということで、教育大臣を始め MoE の上級官僚と合意に達した。また、国際協力開発省（援

助窓口機関）を表敬訪問し、学校建設に続き技術協力でもタイズ州を支援する方針で MoE と合意し

た旨説明した。更に、ドナー会合の席でも我が国のこれからの援助協力について MoE との合意を説

明し支持を受けた。 
調査団が実際にタイズ州の教育事務所を訪問することにより、州レベルの BEDS が作成されてい

るのが分かった。現在、戦略書では分野別の項目と目標は明確に記されているが、どのように実施し

ていくのか、あるいはどの郡（District）から支援していくか等の具体的な政策実施プランができてお

らず、プラン作りを支援する必要がある。また、この戦略書から地方行政官、校長、教員等の研修を

含むキャパシティビルディング支援が必要であると考えられる。特に教育セクター全体の効率性や地

方分権化の実現をサポートする必要性を考えると、地方行政官に対する組織改革や研修を通した支援

が大切であろう。 
なお教員研修に関しては UNICEF や GTZ など他のドナーが他州で既に支援をしており、現在は、

それらの研修活動に加え、短期間の研修のあり方や無資格教員への資格付与制度の確立等の諸課題に

ついて国レベルのスタンダードの策定が模索され始めたところである。従ってこの分野については、

州レベルの活動よりも、彼らのタスクチームに入りサポートすることに重点を置くことが適切であろ

う。UNICEF や GTZ 側も日本がこの分野を支援することに対してとても協力的である。 
現時点においてタイズ州では、国連食糧計画（WFP）が学校給食の支援をしているだけで他のド

ナーはまだ活動をしていない。しかし、WB、オランダ、イギリスの新しいプロジェクト（BEDP）
は国全体への支援を考えているので、早期にタイズ州にも支援を始めると考えられる。よってタイズ

州における我が国の支援内容･分野を早急に明確化し、他ドナーと情報を共有したうえですみ分けを

図る必要がある。 
ドナー合意書（パートナーシップ宣言）のサインに関して、日本がサインするのは大きな意義があ

ると考えられる。現地大使館と協議したところ、協力金額コミットが必要などの理由により現状では

サインは難しいようだが、ドナー全体のまとめ役をしているオランダの代表者から日本がサインでき

るように文面の検討も考慮するとの申し出もあり、もし、それが実現すれば、今後、日本側でもサイ

ンをするかどうかを再検討してもよいのではないだろうか。 
今回の調査において、女子就学（特に農村部）を促進するためには、学校教育への直接介入だけで

なく、コミュニティの人々に対するノンフォーマル教育（non-formal education）や、学校教育におけ

る機会費用（opportunity costs）を考慮した女子生徒への奨学金等のアプローチを組み合わせる必要性

が高いことがイエメン側や他ドナーとの意見交換の際に指摘された。今後、郡（District）やコミュニ

ティレベルでの調査を行ったうえで、他の協力スキーム（例：大使館の草の根協力）あるいはコミュ

ニティのマッチングファンドの活用等の可能性も含めて検討すべきであろう。 
また、我が国の技術協力におけるプロジェクト施行を考えた際に、数人の優秀なローカルコンサル

タントの発掘が必要とされる。そのためにタイズ州の最高学府であるタイズ大学から人材確保ができ

るかについても今後調査する必要がある。 
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第３章 調査結果 

３‐１ イエメン教育分野の現況―タイズ州の状況を中心に 
３‐１‐１ イエメン教育分野全般 

（１）構造図 

イエメンでは、2002 年に国家規模で作成された BEDS を軸として、中央から各州の各家庭や子ど

も達まで到達する政策を施行する構造を構築した（添付 1 の図）。更に、WB・オランダ・イギリス

が加わった BEDP を通じて、各サブセクターにわたる教育分野全体の改革を、全州において網羅し

ようとしていることがわかる。2 年ほど前まで、全国で統括された教育政策が行き渡っていなかった

ことを考えれば、このような構造を国レベルで構築し始めたこと自体、大変な飛躍である。 
このような構造を導入し始めた現時点での問題点として、①BEDS の実施計画が、数字ではあげら

れているが（研修の数、参加者の数、時間数、金額等）、その内容や実施方法の詳細が明らかでない

こと、②BEDP において全州をカバーすることが掲げられているが、そのためのサブセクターごとの

横断的な分析が行われているか、その上で整合性のある計画がなされているのかどうかが明確でない

こと、③そのために、実際に動かしていくには困難が伴うことが予測されることや、充分な成果が得

られるかどうか懸念がある、などの点が挙げられる。 

（２）MoE 内に新しい部署が開設 

BEDS 実施に伴い、MoE 内に今年から新しい部署が次々と開設され始めた。現在計画されている

のは、女子教育、コーラン教育、コミュニティ参加、障害者教育、天才児童教育等を担当する部署で

あり、女子教育は特に重視されている。 

（３）ドナーの動き 

オランダ、DfID とのミーティングにおいて、イエメン教育分野全般とドナー活動の最新情報を得

た。オランダは今後 5年間で 2千 4百万ドルをBEDPに、その他 SFDに 50万ドル、2006年まで UNICEF
に 2 百万ドル／年を拠出する予定である。DfID は、今後 5 年間で 2 千 5 百万ドルを BEDP に拠出す

る予定であるほか、教育・保健等かなり幅広く使われるイヤマークなしの資金協力も行っている。 
ドナー協調の一部として、12 月頃に、各ドナー参加によりジョイントフィールド訪問を計画して

いるということである。 
地方分権化は、形式的には導入されているが、未だ実際に進んでいるとは言えず、地方の権限は限

られているとのことであった。 
また、2004 年には、カタリティックファンド（Catalytic Fund）が導入され、主に教員研修や校長・

行政官の研修などを行っている。このファンドは、イエメンが 2002 年に国際レベルでドナーから

EFA-FTI の対象となった後、イエメン政府が FTI のプロポーサルを作成し、2003 年に開かれたオス

ロ FTI 会合の結果、イエメンに 10 億ドルの支援が約束されたものである。他の FTI 対象国が 2、3
億円の支援しか得られなかったのに対して、イエメンは数字の上からみると大きな支援が国際レベル

で得られたと言っていい。この 10 億円は一年間で使わなくてはならなく、来年以降 FTI を通してど

のくらいの金額で基礎教育支援されるかは、まだ決まっていない。 

（４）教員養成を検討するためのタスクチームの設置 

現在、GTZ の教育専門家が中心となって、教員養成についてのタスクチームが結成されつつある。
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現在ではまだ初期段階にあり、必要検討事項のリスト作成を始めたばかりであるとのことであった。

教員の資格付与・養成・研修・採用については、国家レベルの包括的な計画に基づいて実施されるべ

き事項であり、各ドナーあるいは各州において実施されるプロジェクトも、これに沿ったものとなる

必要がある。イエメンの場合、これまで GTZ や UNICEF が独自に行ってきた資格付与を伴わない現

職教員研修がドナーによる教員研修の中心であったが、今後は、このタスクチームによって詳細に分

析された計画が作成された上で、各州がこれに従う図式になることが望ましいと考えられる。日本も、

可能な限りこのタスクチームに貢献しながら、タイズ州における教員関連事項に対応すべきである。 
 

３‐１‐２ タイズ州の状況 

（１）組織図 

タイズ州 GEO は、三つの核となる部署と、日常業務に必要な部署で構成されている（添付 2 の図）。

これによると、人事課に 72 人もの人が配置されていることがわかる。またアドバイザー課という学

校運営のための指導者を抱える課に 37 人もの人員が配置されているが、実際に学校運営への助言を

行っているようには見受けられない。プロジェクト部の中に、日本の学校建設の一部であるソフトコ

ンポーネントを担当する部署（係に相当）が設けられたが、同協力が終了する 2004 年 12 月以降は、

メンテナンス課と一本化する必要がある。これらの例からも、まずは GEO の組織内部の効率を高め、

GEO の業務能力が DEO を通じて学校まで到達する制度を構築する必要があると考えられる。 

（２）タイズ州版 BEDS の作成 

中央政府 MoE で作成された BEDS に基づき、タイズでも地方版 BEDS が作成されようとしている

（添付 3）。タイズ GEO において八つの項目を挙げたが、MoE との話し合いにより、四つの項目に

減らすよう指示を受けたとのことである。 
最終的な優先項目は未だ確認中であるが、現在のタイズ州版 BEDS で挙げられている八つのター

ゲットと主な内容は、次の通りである。 

0 教育局（GEO）担当官の計画能力・技術的資質の改善（ワークショップの開催） 

0 基礎教育教員訓練（短期研修、ディプロマ授与のための研修と、新規採用を含む） 

0 教育の質の向上と、教育基本計画の改善（ガイダンスマネージャーに対する訓練、英語教員

の配置、学校へのコンピュータラボの導入） 

0 専門的管理者の適性・能力改善のためのトレーナーの資格・資質の改善（教員研修、トレー

ナー対象のミーティング） 

0 遠隔地域における女性教員の増員と、教授能力の改善（遠隔地における中等教育修了者とデ

ィプロマ取得者の新規採用、女子校 10 校新規設置、女性教員の再教育センターの開設、女

性教員の遠隔地派遣のための宿泊施設の供給） 

0 基礎教育における貧困者・障害者の就学促進（特殊教育教員の配置） 

0 就学不可の生活困窮者への補填（調整） 

0 学校建設と学校・事務所への機材の供給（150 校の新規学校建設、過密校での教室増築、メ

ンテナンス、椅子・放送局・ラボラトリーの供給、GEO/DEO 事務所へのコンピュータ・椅

子・机・カメラの供給） 
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項目や数は掲げられたが、内容や実施方法については、まだ確実なものとはなっていないとタイズ

GEO 自身も話している。例えば、ワークショップの開催回数と人数は記述してあるものの、具体的

なワークショップの内容や方法については、これまでに開催した経験はなく、まだ話し合いもおこな

われていない。人数が明記され教員の採用が予定されているが、何を基準にどのように採用するかは

つきつめて考えられていない。また、担当官の名前は書かれているが、GEO の主要人物のみの名前

が繰り返されているばかりであり、実際の実務の担当官の名前は示されていない。金額や数字（ワー

クショップの数や参加人数）についての根拠も明らかではない。 
具体的に見ていくと、①において GEO の行政官訓練のためにワークショップを開くとしているが、

実際には短期で数人が集まるワークショップを開催するだけではなく、そこで指示された内容を日常

の業務で確実にこなすことができるかどうかが問題なのであり、日本の援助ではその点を丁寧に指導

することが重要であると考える。特に、体制を建て直しその定着を図ることと、事務能力を含む日常

業務の実施・運営能力を開発・向上させることが、最も基本的で重視すべき点である。 
②の教員訓練は、中央でドナーがイニシアティブをとって結成した教員養成タスクチームによって

形成されつつある国家レベルでの教員養成の方法・内容に合致したものとならなければ、全国統一の

システムでの教員資格は付与できない。そのため、日本はタスクチームに入り動向を把握した上で、

タイズ州における教員の訓練・資格付与・雇用について、慎重に考える必要がある。 
③と④は類似した内容で、教育の質の向上が謳われているが、ガイダンスやインスペクターなどの

各学校を訪問し教師に指導する制度についても見直しが必要であると思われる。 
⑤は遠隔地の女子の就学に直接的に関係する内容であり、この項目と他の項目との整合性を高めら

れるように検討した上で、優先的にプロジェクトのコンポーネントに含めることが重要であると考え

られる。 
⑥の就学困難者・障害者については、イエメンの結婚事情（近親結婚による高い比率の障害者の存

在）などにより重視されている。しかし今回日本のコンポーネントに含めるかどうかは検討が必要で

ある。 
⑦貧困者・生活困窮者に対する支援については、活動内容も少なく書かれており職業訓練などと調

整し補填する程度にとどまっている。 
⑧学校建物と学校・事務所への機材の供給の項目では、新たに 150 校の学校を新規に建設するとし

ている。ここでは、GEO/DEO へのコンピュータや机・椅子の供給も含まれており、①の行政改革と

も関連している。 
この中で、今回の日本のプロジェクトにおいて主軸となるのは、①と⑤と⑧の一部、それらに付随

して②や③、④や⑦が考えられるのではないかと思われる。 
中央政府の計画と同様、タイズ州においても計画の形は整いつつあるが、これを実施に結びつけ成

果を得るのには相当な課題があると思われる。各項目において実施のための綿密な分析と準備がなけ

れば、全てが上滑りの実施となってしまう危険性がある。今回の日本のプロジェクトでは、タイズ

GEO 内部の行政改革を伴いながら、このタイズ州版 BEDS について、計画段階から丁寧に練り直し、

充分な分析により整合性のとれた計画を作り上げた上で効率的な実施につなげることが、最終到達目

標の達成に結びつくであろうと考えられる。 

（３）就学状況 

添付 4 の資料は、タイズ州における 2003 年～2004 年の、郡別の学校数、教室数、生徒数、教員数、
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学校職員数を示している。タイズ州には現在 23 の郡（District）が存在しており、各郡の学校数（基

礎＋中等教育）は、多い郡で 110 校、少ない郡で 10 校まで分布している。 

（４）Community Fee について 
タイズ州 GEO は、新しい試みとして、徴収した授業料から学内にできるだけ多くの金額が残るよ

う、新規の規定を作成中であるということであった。現在、年間で、G1‐G9 の生徒からは 150 リア

ルの授業料と 50 リアルの試験料を、G10‐G12 の生徒からは 200 リアルの授業料と 60 リアルの試験

料を徴収している。それ以外に、100 リアルの父兄会費をとる場合もある。各学校はこれまで、この

うちの授業料徴収金総額の約 30%をコミュニティフィーとして学内に留め、10%を DEO/GEO へ、残

りの 60%は MoE へ「学校施設メンテナンス費」との名目で納めていた。しかし、実際に MoE から

各学校へメンテナンスが施された例はほとんどなく、これまでも不満の声が聞かれていた。また、郡

によっては 100%を DEO を通じて MoE に納めるように学校に強制するところもあり、学校と地方行

政との衝突・摩擦が起きている例が見られる。今後はできるだけ多くの金額を各学校自身が使えるよ

う、コミュニティフィーの割合を 85%に引き上げ、8%を DEO へ、7%を GEO へ渡すという新しい規

定を、現在タイズ地方議会に上げ検討中であるとのことであった。これがタイズ内で成立すれば、タ

イズ州から中央政府に対しても意見できることになり、大変意欲的な試みであるといえる。この動き

は、日本が学校建設を行ったことで、各学校が活性化され、さらに GEO 内部のスタッフが業務が固

定化してしまい改革の動きが見られないことを自覚し、自らの発案で行動を起こし始めたものである

とのことであった。タイズ州政府内には、このような「打てば響く」潜在性が見られ、これからの行

政改革プロジェクトでは、その点が成果に結びつく重要な要素であろうと思われる。 

（５）SFD からのデータ 
SFD では、これまでの国勢調査や学校調査をデータ化し、GIS（Graphically Information Service）を

使用して地図上で可視化している。今回、タイズについてのデータを一部提供してもらった（添付資

料 5～9 の表と、添付資料 10、11 の地図）。この中では、前回の国勢調査（1994 年）のデータと、前

回の学校調査（2003 年）のデータが使用されている。国勢調査は今年最新のものが行われ、現在デ

ータ化しているところであり、プロジェクト開始時頃には最新のデータが入手できる見込みである。

学校調査についても、毎年行われているため、近々最新版が入手できる予定である。 
 

３‐２ 教育援助の動向と我が国協力の方向性 
イエメンでは、PRSP、MDGs のターゲット目標を達成するため、2002 年に発表された中央レベル

（MoE）の BEDS を中心に州レベルでも基礎教育戦略が作成されており、各州の教育局において優

先順位を決めた実施プランの作成が行われている。この大きな流れの中で各ドナー（米国を除く）は

上記の中央レベル戦略書をベースに教育援助をプロジェクトベースで進めている。各州におけるドナ

ーの協力状況は表 1 のとおりである（2004 年前半に作成されたため、日本の協力予定地域はダマー

ルとホデイダになっている）。 
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表１ イエメン基礎教育分野ドナー支援の州別分布 

DETAILS 

BEDS (Basic 
Education 
Development 
Strategy) 

①（2005) 
Basic 
Education 
Developmen
t Project 

②EFA 

Catalyti
c Fund 

③Basic 
Education 
Expansion 
Project 

④Dutch 
(Netherla
nd) 

⑤UNICE
F (Child 
Developm
ent 
Project) 

⑥Worl
d Food 
Progra
m 

⑦U
SAI
D(pl
anne
d) 

⑧Japan 
(planne
d) 

⑨Fr
ench

ADEN                     

SANAA CITY                     

AL-MAHRA                     

AL-MAHWIT                     

MARIB                     

LAHEJ                     

AMERAN                     

DALAA                     

RAYMA                     

SANAA                     

SAADA                     

SHABWA                     

DHAMAR                     

HADAHRAMAWT                     

HODEIDA                     

HATTA                     

AL-JAWF                     

TAIZ                     

AL-BEIDA                     

ABYAN                     

IBB                     

（MoETechnical Unit 資料） 
(A) The Dutch (Netherland) are supporting the Basic Education Improvement Project in addition to their work in Shabwa 

Province. 
(B) Education for All Fund and Education Improvement are working jointly throughout the Yemen to improve the quality of 

education. 
(C) UN Agencies/France and Japanese Assistance activities are not clear so far. 

 

各種の基礎教育支援の中でも、WB、オランダ、イギリスが共同で今年の 7 月に立ち上げた BEDP
（表 1①）がその核になろうとしている。BEDP は、WB が現在実施している基礎教育プロジェクト

（BEEP、表 1③）がパイロットプロジェクト（4 州を集中的に援助）であるのに対して、イエメン全

州に拡大しようとしている。5 年間のこのプロジェクトは資金的にも約 130 億ドル（7 億ドルが政府

負担）と大規模であり、この 12 月より学校建設、女子教育支援、キャパシティビルディングの三つ

の要素で進める予定になっている。 
その他の主なドナーでは GTZ（ドイツ）と UNICEF が教員育成に力を入れており、WFP が年間 4

億ドルを使い学校給食プログラムを 23 州中、17 州で幅広く行っている。また、最近ではドイツの

KFW が BEDP を通して学校建設を行えるように WB などと調整中である。これからのドナーの全体

の援助の流れとして、パートナーシップを結んでいるドナーの間では、得意な分野ごとでの専門を決

め、包括的に BEDS の実施を支援していく考えであるようである。 
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このような最近の動きの中で、今回の調査結果をふまえ我が国がタイズ州において技術協力を行う

理由として、大きく次の 2 点が挙げられる。 

• タイズ州において既に我が国の無償援助で学校建設が行われており 18 校が来年の 3 月までに完

成する予定にある。したがって、今回のキャパシティビルディングのプロジェクトをタイズ州で

行うことにより、より包括的な援助協力が可能となる。さらに、将来的に草の根援助や青年海外

協力隊の導入により更なる援助体制の充実も考えられる。したがって、ドナーがよくおこなう「つ

まみ食い」的援助ではなく総合的援助をタイズ州でおこなうことにより、イエメンにおいて我が

国のモデル的援助ができる可能性がある。 

• タイズ州において現在 WFP が学校給食の援助をおこなっているが、他のドナーは我が国を除く

と現時点ではまだ支援していない。2004 年末に開始予定の WB の BEDP では全州を支援する計

画だが、タイズ州では、他州に比べて人口が多く教育に対する需要が高いので、援助を最も必要

とする州であることは間違いない。また、タイズ州は他の州と比べて基礎教育就学率はあまり悪

くはないが、州の中での格差が顕著である。特に、州都（タイズ市）及び近郊では就学率がいい

が、紅海周辺の州では就学率が 40 パーセントほどしかなく女子就学率は更に低いことが大きな

問題である。 
 

以上の理由から、我が国がタイズ州において女子の就学向上に焦点を当てたキャパシティビルディ

ングの技術協力プロジェクトを行う必要性は高い。タイズ州版 BEDS においても、地方教育行政官・

教員・校長の研修を含めたキャパシティビルディングが主な戦略目標になっている。従って、我が国

がこのタイズ州版 BEDS に基づき援助協力することは妥当と考えられる。上述の国際・国家・州の

各レベルにおけるフレームワークのもと、我が国が女子教育拡充を主眼としたキャパシティビルディ

ングを支援することは大変意義があり、イエメンが MDGs を 2015 年までに達成するうえで欠かせな

い技術協力プロジェクトとなるであろう。 
 

３‐３ 日本側協力案・検討結果 
上記３‐１及び ３‐２の調査結果に基づき、本プロジェクトでは、タイズ州において、（特に女子

の）基礎教育就学向上のための教育行政能力の改善を行う。主軸となるコンポーネントでは、GEO
と 23 の DEO の行政組織の改革・効率化と、計画立案能力の向上、指揮系統制度の確立を目指す。

一方で、選定したいくつかの各郡内において学校間・コミュニティ内で就学促進のための細部コンポ

ーネントを投入する。 
 

３‐３‐１ 本プロジェクトにおける主な活動（案） 

具体的には、以下のような流れが想定できる。 

（１）2005 年 5 月～8 月 
① GEO の組織改革を行う。無駄や業務の重複を省き、指揮系統のはっきりした行政組織へと変

革する下地を作る。その後、この GEO の行政組織改革を、プロジェクト全体を通して主軸

のコンポーネントとする。 
② 教員の配置方法を確実に把握し、現在雇用されている教員をまず再配置するための計画を立

案する。 



- 32 - 

③ 同時に、各 23 の DEO の業務の現状と役割を明確にする。9 月の新入学登録の時期に、各郡

内において、DEO のスタッフが充分調整能力を果たすよう、準備し訓練する。DEO の組織

構築も、プロジェクト期間全体を通して、主軸のコンポーネントとする。 
0 各 23 の DEO の状況を GEO 内部で検討して、今回の日本のプロジェクトにおいて直接的に

パイロットとして関わる郡をいくつか選定する。 

（２）2005 年 8 月～9 月 
0 新入学登録の時期であり、このときに各学校での登録の方法・効率性・入学希望者と入学許

可の数のミスマッチの状況などを、各郡内で DEO が明確に把握し調整できるシステムを構

築する。 

0 新入学のための登録制度が現状でいかに実施されていたか、問題点は何か、今後さらに円滑

に登録を行い入学申請の問題で就学できない子どもが出るのを可能な限り防ぐためにはど

うすればよいか等を検討する。 

0 この状況を見て、各郡内で学校間のミスマッチや格差の状況を把握し、その後の日本の支援

を投入する郡を決定する。 

（①②では全郡を網羅する制度構築を目指し、③において実際に投入する郡を選定する） 

（３）2005 年 10 月～2005 年 4 月 
② 全州における、整合性のある教員の再配置計画を実行させる。 

② 選定した郡において、1 年間の学校年限を通して、ドロップアウトがどのようにして発生す

るかを観察・追跡する。ドロップアウトや留年を防ぐ方法を検討する。 

② 同時並行で、選定した投入対象の郡において、どのような投入が必要かを決定し、投入し始

める。例：遠隔地域で女子のための地域密着型小規模学校を設置する、そこに女性教員を新

たにリクルートする必要があるか検討する（その場合、資格の有無やその後の資格付与の可

能性について確実に検討した上で行う）、あるいは存在する学校同士で調整が可能であれば、

通学バスの利用を検討する、等。目的達成のために整合性のとれた詳細なコンポーネントを

充分検討する。 

 

（４）2005 年 5 月～8 月 
0 1 年目に行った各郡内での調整の結果に基づき、入学者登録の状況を予測し、入学手続きの

円滑な実施のための計画と準備を行う。必要に応じて、啓蒙や各家庭への働きかけなどを始

める。 

 

以下 3 年目終了まで同様の流れで、年ごとに、新しい試みを加えていくか、あるいは別の郡に移る

かなどの検討が必要。 
 

３‐３‐２ 他の協力スキームとの連携によるプログラムレベル協力の推進 

タイズ州は日本の無償による学校建設が行われた州で、基礎教育学校（小中学校）が 18 校建設さ

れている。在イエメン日本大使館は、基礎教育を水・保健・環境と並ぶ四大援助重点分野として今後

も重視していく方針を明確にしている。今後、本プロジェクトと他の協力スキーム（協力隊、草の根

無償など）とを組み合わせることができれば、いっそう総合的・包括的な教育協力が可能となるであ
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ろう。 
協力隊については、16 年度内にイエメンへの派遣が再開される見込みであり、まずは首都での活

動が予定されている。17 年度以降、タイズ州への派遣（例：小学校教諭、村落開発普及員、特殊教

育など）が検討され実現すれば、学校やコミュニティレベルにおける支援が強化され、全体として相

乗効果が期待できる。 
草の根無償については、大使館は既に WID 支援（女性起業家支援）などの実績を有している。タ

イズ州基礎教育拡充に向けた同スキームの活用可能性としては、例えば既存学校の教室増設や成人女

性向けノンフォーマル教育施設の提供（成人女性への教育の普及も、間接的には女子就学への理解を

促進する効果が期待できると考えられる）などが考えられる。 
以上はあくまで例示であるが、我が国全体としてイエメン（特にタイズ州）への基礎教育拡充に向

け支援を行ううえでは、今後、関係機関同士で活発に情報交換を行いながらリソースの有効活用を図

り、総合的なプログラム協力を展開していく必要は極めて高い。 
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第４章 プロジェクト実施に向けての留意点 

４‐１ 今後の進め方 
４‐１‐１ 実施へ向けてのスケジュール 

2004 年 11 月 10 日：業務実施契約プレ公示 
2004 年 12 月中旬‐2005 年 3 月下旬：第二回事前評価調査（コンサルタントは上記期間を 2 次に

分けて派遣、官団員は 1 月中旬頃） 
2005 年 2 月‐3 月：研修員受入（MoE／州教育局キーパーソン各 2 名、計 4 名） 
        平成 16 年度追加案件として要望中。採択の場合に実施。 
2005 年 3 月下旬：実施協議調査、業務実施契約公示 
2005 年 4 月‐5 月：業務実施契約手続（コンサルタント選定、契約交渉等） 
2005 年 5 月中旬：プロジェクト開始 
 

４‐１‐２ 第二回事前評価調査において確認すべき主な事項 

（１）タイズ州内の行政能力 

• タイズ州の GEO の組織全体における各担当者別の詳細な業務内容を把握し、今後の構造改革

案について確認する。 
• タイズ州の 23 の郡において、各 DEO の組織の状況を把握する。調査票（簡単な記入票で可）

を作成の上、スタッフの人数、採用方法、各部署の業務内容、などについての情報を提出させ

る。 

（２）タイズ州の各郡内のコミュニティレベルにおける女子教育の現状及びニーズ調査 

• タイズ州の sub-district 及び village レベルにおける基礎教育関連の役割･機能分担（文書上並び

に実態）について調査する。 
• 州内のうち特に女子就学率の低い郡（沿岸部･内陸農村部など）を対象に、女子教育の現状や支

援策（ノンフォーマル教育、奨学金等）に関するニーズを質問票･インタビュー等により調査･

分析する。また、地域住民を対象に PCM ワークショップを行い、女子教育に係る問題分析を

行う。 

（３）教員（資格付与、教員配置等） 

• Teacher Training の国家計画・システムを整えるためのタスクチームができているため、関係者

から情報収集して協議内容や今後の方向性につき把握する。遠隔地における促成教員（中等教

育修了者をリクルートする）に対する Ministry of finance と Ministry of Civil Service による採用

の可能性（特に女性）、その後の資格付与の可能性、などを探る。 
• 中央政府（MoE）からタイズ州への毎年の教員の配置の状況（できれば全州の状況を把握した

上で）とタイズ州内における教員の配置方法について把握する。その際に、ゴーストティーチ

ャー（実際に教えていないが給料をもらっている教員）の存在についてもできる範囲で把握す

る。 

（４）ローカルコンサルタント人材調査 

• プロジェクトの円滑な運営には、ナショナル／フィールドレベルのコンサルタントが必須と考
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えられるところ、候補者の検討を行う。 

• ナショナルコンサルタント：MoE や他ドナーの関連業務経験を有するシニア人材を中心に検討

する。 

• フィールドコンサルタント：タイズ大学の学生（特に英語教員志望者）あるいは講師を中心に

検討する。 

 



 

 
 

添 付 資 料 

 
 

添付資料１ イエメン教育分野全体の構造図 

添付資料２ タイズ州 GEO 組織図 
添付資料３ タイズ州教育局版 教育開発戦略実施計画 
添付資料４ タイズ州郡別 学校数、教室数、生徒数、教員数、学校職員数 2003-2004

（学校の数の多い郡順） 
添付資料５ タイズ州サブティストリクト別教員数・生徒数（1994 年国勢調査による。

SFD 提供） 
添付資料６ タイズ州郡別生徒数（1994 年国勢調査による。SFD 提供） 
添付資料７ タイズ州サブディストリクト別年齢別男女別生徒数（2002/2003 年

Education Survey による。FSD 提供） 
添付資料８ タイズ州サブディストリクト別人口（1994 年国勢調査による。SFD 提供） 
添付資料９ タイズ州郡別就学年齢児童人口（1994 年国勢調査による。SFD 提供） 
添付資料 10 タイズ州地図 
添付資料 11 タイズ州における学校の位置図 
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付属資料 10．タイズ州地図 
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付属資料 11．タイズ州における学校の位置図 
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